
沖縄県内の事例紹介
と支援内容

一般財団法人沖縄県環境科学センター

支援制度について

手続き、
費用を支援

J‐クレジット制度への参加を促すため、クレジットの創出、

クレジットの活用（カーボン・オフセット）について、支援を

受けることができます。
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支援内容の概要

クレジット創出（プロジェクト実施）の支援

クレジット活用（カーボン・オフセット）の支援
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Ｊ－クレジット制度の対象となる事業

● 日本国内で実施されること。

● プロジェクト登録申請日の２年前の日以降に実施

されたものであること。

● 設備投資回収年数が概ね３年以上であること。

● 方法論に基づいて実施されること。（事例集参照）

● 審査機関による妥当性確認を受けていること。
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クレジット創出（プロジェクト実施）
への支援

①書類作成支援

 プロジェクト計画の支援

モニタリング報告の支援

②審査費用支援
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作成

手続き

※支援

審査の
手続きと費用
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モニタリング報告書の作成 支援

審査費用
の支援
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① 書類作成支援

＜支援の対象＞

 中小企業基本法の対象事業者

 自治体

 公益法人（一般/公益社団法人、一般/公益財団法人、

医療法人、福祉法人、学校法人等）
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① 書類作成支援

＜プロジェクト計画書の作成支援＞

 １事業者当たり１方法論につき１回限り

 年間のCO2排出削減量が１００ｔ以上

（電力削減の場合、約１８万kWh相当）
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＜支援の対象＞

 中小企業基本法の対象事業者

 自治体

 公益法人（一般/公益社団法人、一般/公益財団法人、

医療法人、福祉法人、学校法人等）

② 審査費用支援
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② 審査費用支援

＜妥当性確認の費用支援（プロジェクト計画書）＞

 １事業者当たり同一年度内に２回まで。ただし、同じ方

法論で２回受けることはできない。

 CO2削減見込量が年間１００ｔ以上の事業であること。
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② 審査費用支援

＜検証の費用支援（モニタリング報告書）＞

 １事業当たり２年度内に１回まで（ただし、プログラム型

は、 １事業当たり同一年度内に１回まで）

 認証申請当たりのCO2排出削減量が１００ｔ以上（電力

削減の場合、約１８万kWh相当）
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支援内容の概要

クレジット創出（プロジェクト実施）への支援

クレジット活用（カーボン・オフセット）への支援

12

カーボン・オフセットとは

排出量に見合った削減活動に投資することで、排出される温室効果ガスを

"埋め合わせる（オフセット）"という考え方
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Ｊ－クレジットを用いた
カーボン・オフセットの流れ

CO2の埋め合わせに、「Ｊ-クレジット」等を使用します。

Ｊ-クレジット等は、１t-CO2といった単位で取引されます。
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・ イベント（展示会、祭り、スポーツ大会など）

・企業のCSR（工場の稼働、会社パンフ、営業活動など）

・商品・サービス（製品の製造・販売、建設工事など）

カーボン・オフセットの例
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カーボン・オフセットの支援内容

 排出量の算定

（車･電気等から排出されるCO2量､ごみ焼却によるCO2量など）

 クレジットの調達

（県産・県外産、削減系・吸収系など）

 オフセットの手続きの実施

（クレジットの無効化など）

 プレスリリース

（新聞への掲載依頼など）
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沖縄県内のＪ－クレジット創出事例
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沖縄県内のカーボン・オフセット事例
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● イベント ３件 ８トン

● 印刷物 ５件 ７トン

● 工事 ２１件 ２１５トン

● その他 ３件 ４トン

合計 ３２件のカーボン・オフセット（２３４トン）

イベントのカーボン・オフセット
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工事のカーボン・オフセット
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● イベント
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● 印刷物
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● 工事
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県内
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※ 高木：樹高が概ね10ｍ以上に成長する樹木

中木：樹高が概ね 3ｍ以上に成長する樹木

32


